
　兵庫県警察が発注するオープンカウンターの実施については、財務規則（昭和39年兵庫県規則第31号。以

下「規則」という。）に定めるもののほか、このオープンカウンター説明書によるものとする。

1 オープンカウンターによる見積依頼

　「オープンカウンター」とは、調達に係る見積合わせにおいて、兵庫県警察が見積りの相手方を特定

せず、件名を公開し、一定の資格を有する見積参加希望者（以下「参加者」という。）から見積書の提

出を受け、契約の相手方（以下「契約者」という。）を決定する方式の見積合わせをいう。

2 オープンカウンターに付する事項

  別添のオープンカウンター仕様書（以下「仕様書」という。）のとおり

3 オープンカウンター参加要件

　オープンカウンターに参加することができる者は、次の要件をすべて満たし、兵庫県警察の契約担当

者（以下「契約担当者」という。）によるオープンカウンター参加要件の確認を受けた者であること。

(1 ) 物品関係入札参加資格者として、兵庫県（以下「県」という。）の物品関係入札参加資格（登録）者

名簿（以下「入札参加資格者名簿」という。）に登録されている者であること。

(2 ) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の４の規定に基づく県の

入札参加資格制限基準による資格制限を受けていない者であること。

(3 ) オープンカウンターによる件名等の公開の日から契約者の決定の日までにおいて、県の指名停止基準

に基づく指名停止を受けていない者であること。

(4 ) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成11年法律

第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。

(5 ) 暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号）第２条第１号に規定する暴力団及び第３号に規定する

暴力団員並びに暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に規定す

る暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。

4 見積書の提出　

(1 ) 参加者は、オープンカウンター見積書（様式第２号。以下「見積書」という。）を作成の上、契約担

当者より指示された場合は、県が登録時に送付した「物品関係入札参加資格審査結果通知書」の写しを

添付して、仕様書に記載している提出期限までに提出先へ持参又は郵送等により提出しなければならな

い。

　なお、見積書を持参する場合は、土曜日、日曜日及び祝日を除く各日午前10時から午後５時まで（正

午から午後１時までを除く。）の間に行うこと。

(2 ) 見積書を郵送等により提出する場合は、見積書は封筒に入れて密封をするとともに、その封皮に「見

積書」と表記の上、氏名（法人の場合は、その商号又は名称）、件名番号及び件名を記入し、二重封筒

とし、外封筒の封皮に「見積書在中」と記入しなければならない。

(3 ) 提出した見積書は書換え、引換え又は撤回をすることはできない。

(4 ) 契約者となる場合は、見積りの内訳が確認できる書類を提出しなければならない。

(5 ) 見積書の作成及び提出に係る費用は、すべて参加者が負担する。

5 見積書の作成方法

(1 ) 見積書は日本語で記載し、金額については日本国通貨とし、アラビア数字で表示すること。

(2 ) 見積書は所定の様式によること。

(3 ) 見積書の記載に当たっては、次の点に留意すること。

ア　件名番号及び件名は、仕様書に示した件名番号及び件名とする。

イ　年月日は、見積書の提出日とする。

ウ　見積者の氏名及び押印は、法人にあっては法人の名称又は商号及び代表者の氏名とし、また、印章

　は県に届出のものとする。但し、見積書に電話番号、メールアドレス、連絡先氏名及び連絡先氏

　名及び連絡先電話番号を記入した場合は、押印を省略することができる。

エ　外国業者にあって押印の必要があるものについては、署名をもって代えることができる。
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オ　見積書の見積金額には、総価を記載し消費税相当額は含まない。

(4 ) 契約者の決定に当たっては、見積書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その金額を切り捨てるものとする。）をもって契約金額

とするので、見積者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、

見積もった見積金額の110分の100に相当する金額（消費税相当額を除いた金額）を見積書に記載するこ

と。万一誤って記載したときは、新しい見積書を使用すること。

(5 ) 一度提出した見積書は、これを書換え、引換え又は撤回することはできない。

6 無効な見積書

次の各号のいずれかに該当する見積書は無効とする。

(1 ) 前記３のオープンカウンター参加要件を満たさない者が提出した見積書

(2 ) 見積書の記載又は押印に不備がある見積書

(3 ) 金額を訂正した見積書

(4 ) 錯誤により提出したと認められる見積書

(5 ) 同一人により２通以上提出した見積書（そのすべて）

(6 ) 提出期限までに提出先に到達しなかった見積書

(7 ) 前記(1)から(6)に掲げるもののほか、オープンカウンターの参加条件に違反して提出した見積書

7 同等品による参加

(1 ) 仕様書の規格等欄に同等品可としている品目は、同等品によるオープンカウンターの参加を認める。

(2 ) 同等品によるオープンカウンターの参加を希望する者は、同等品申請書（様式第３号）を作成の上、

同等品として申請するもののカタログを添付して、提出期限までに持参又は郵送等により申請を行い、

見積書の提出前に承認の可否を契約担当者に確認すること。

(3 ) 前記(2)により承認された同等品の申請内容に虚偽、錯誤等があり、契約後に仕様を満たしていない

ことが判明した場合は、当該仕様に瑕疵が認められない限り、その一切の責任は契約書に帰属する。

8 契約者の決定

(1 ) 見積書の開封は、提出期限の翌開庁日以後に行い、有効な見積書を提出した者で、予定価格の制限の

範囲内で最低の価格をもって申込みをしたものを契約者として決定する。

(2 ) 契約者となるべき同価格の見積書を提出した者が２人以上ある場合は、立会人がくじにより契約者を

決定する。

(3 ) 規則に基づき、契約金額に応じ、契約書を作成し、又は請書を徴する。

(4 ) 提出期限までに見積書の提出者がいない場合又は見積書開封の結果、予定価格に達する者がいない場

合は、別途選定した者へ見積りを依頼し、随意契約の協議を行う。

9 結果の公表

(1 ) オープンカウンターの結果は、兵庫県警察ホームページおいて、契約者の決定後に公表する。

(2 ) 兵庫県警察ホームページにおいて公表に付する事項は、件名番号、件名、契約者及び決定金額とする。

(3 ) 兵庫県警察ホームページにおける公表を除き、オープンカウンターの結果に関する照会には応じない。

10 契約保証金

　規則に基づき免除する場合を除き、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結日までに納

入しなければならない。ただし、保険会社との間に契約担当者を被保険者とする履行保証保険契約を締

結した場合は、その保険証書を契約保証金に代えて提出すること。

11 債務不履行の場合の措置

(1 ) 契約の解除

ア　正当な理由なしに契約の履行着手期限を過ぎても履行に着手しないとき。

イ　自己の責めに帰すべき理由により履行期間又は履行期限内に契約を履行しないとき、又は契約を履行

　する見込みがないと明らかに認められるとき。

ウ　検査を妨げたとき。

エ　契約条項に違反し、そのため契約の目的を達することができないとき。

(2 ) 契約保証金の処分

　契約が解除されたときは、県に帰属するものとする。

(3 ) 違約金の納付

ア　履行延滞の場合は、契約金額につき年10.75パーセントの割合で計算した額を支払うものとする。



イ　契約解除された場合は、契約金額の10分の１に相当する額を支払うものとする。

　ただし、契約保証金を徴している場合においては、契約保証金の額を控除するものとする。

12 委任等の禁止

　契約者は、契約事務の処理を第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。ただし、契約担当者の承

諾を得た場合は、この限りでない。

13 暴力団等の排除

(1 ) 契約担当者は、(3)の意見を聴いた結果、契約者が次の各号のいずれかに該当する者（以下「暴力団等」

という。）であると判明したときは、特別の事情がある場合

を除き、契約を解除するものとする。

ア　暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号）第２条第１号に規定する暴力団、又は第３号に規定す

　る暴力団員

イ　暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する暴力団及び

　暴力団員と密接な関係を有する者

(2 ) 前記11の(2)及び(3)のイの規定は、前項の規定による契約の解除に準用する。

(3 ) 契約担当者は、必要に応じ、次の各号に掲げる措置を講じることができるものとする。

ア　契約者が暴力団等であるか否かについて兵庫県警察本部長に意見を聴くこと。

イ　前号の意見の聴取により得た情報を、他の契約において暴力団等を排除するための措置を講じるため

　に利用し、又は知事、兵庫県公営企業管理者及び兵庫県病院事業管理者に提供すること。

(4 ) 契約者は、この契約の履行に当たり、暴力団等から業務の妨害その他不当な要求を受けたときは、契約

担当者にその旨を報告するとともに、警察に届け出て、その捜査等に協力しなければならない。

14 調査への協力

(1 ) 契約担当者は、この契約に係る契約担当者の適正な予算執行を検証するため、必要があると認めた場合

は、契約者に対し、契約担当者が行う調査に必要な出納に関する帳簿の閲覧又は情報の提供等の協力を要

請することができる。

(2 ) 契約者は、契約担当者から前項の要請があった場合は、特別な理由がない限りその要請に応じるものと

し、この契約の終了後も、契約終了日の属する県の会計年度を含む６会計年度の間は同様とする。

15 その他

(1 ) 兵庫県警察の都合により、オープンカウンターを中止する場合がある。

(2 ) 契約不適合があるときは、契約不適合責任等に係る法令を適用する。



様式第１号

２３３０２６

感染症防護衣対策キットの納入

年 月 日

年 月 日

 650-8510

 神戸市中央区下山手通５丁目４番１号

 兵庫県警察本部総務部会計課用度係

内線 担当 川畑

500 セット

※　必ず仕様を確認の上でのお見積りをお願いいたします。特記事項

神戸市中央区下山手通５丁目４番１号　兵庫県警察本部災害対策課

2024 2 14

2024 3 29

感染症防護衣対策キット1

納　入　場　所

納　入　期　限

提　出　期　限

提　出　先　等

番号 品　目

オ ー プ ン カ ウ ン タ ー 仕 様 書

件　名　番　号

件　　　　　名

数 量 メーカー 摘要

同等品可

型番・規格等

詳細は仕様書のとおり

郵 便 番 号

住 所

名 称

連 絡 先 2272
電話(078)341-7441
 FAX(078)341-5169



様式第２号

￥ （税抜き）

　　上記の件名については、財務規則（昭和39年兵庫県規則第31号）、オープンカウンタ

  ー説明書、オープンカウンター仕様書その他関係書類を熟知の上、上記の金額をもって

  見積りします。

令和　　年　　月　　日

兵庫県契約担当者

兵庫県警察本部長　　様

住所

商号又は名称

代表者氏名

電話番号

メールアドレス

なお、

当　社 課税事業者

は消費税に係る であることを届け出ます。

　私 免税事業者

（注）課税事業者・免税事業者のうち該当する文字を囲むこと。

連絡先氏名

連絡先電話番号

２３３０２６件 名 番 号

感染症防護衣対策キットの納入件 名

オープンカウンター見積書

見 積 金 額



様式第３号

　上記の品目について、同等品として認めてくださるよう申請します。

　　令和　　年　　月　　日

兵庫県契約担当者

　兵庫県警察本部長　　様

住所

商号又は名称

代表者氏名

電話番号

メールアドレス

連絡先氏名

連絡先電話番号

同　等　品　申　請　書

２３３０２６件 名 番 号

件 名 感染症防護衣対策キットの納入

品目番号



仕  様  書 

 

１ 購入品目 

  感染症防護衣対策キット 

２ 感染症防護衣対策キットの構成 

(1) 防護衣      １着 

(2) マスク      １個 

(3) ゴーグル     １個 

(4) 手袋（インナー） １双 

(5) 手袋（アウター） １双 

(6) シューズカバー  １組 

３ 購入数量及びサイズの内訳 

(1) 購入数量 

   500セット 

(2) 防護衣のサイズの内訳 

     

 

 

 

 

４ 用途、目的 

  新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、地域社会の基幹的機能である警察活動を維

持するため、現場活動で必要な感染防止資機材の整備を行い、組織内での感染の影響を

最小限に抑え、警察業務の継続体制を確保するもの。 

５ 基本仕様 

 (1)  防護衣 

  ア 材質は、別紙の性能を有する単層又は複層の不織布であること。 

  イ フード付きのつなぎタイプであること。 

  ウ 前面に着脱用のファスナーを設け、容易に着脱できること。 

  エ ファスナー部分は、ファスナー部分からの浸透を防ぐため、接着可能なファスナ

ーカバーが付いていること。 

  オ 袖口、裾口及びフード縁にゴム等の伸縮性のあるものを使用して、着用時に完全

密着するものであること。 

  カ 縫い目には、上から目止めテープ加工が施されていること。 

  キ フードは耳を完全に覆う大きさで、マスクを装着した際に、マスクの装着に影響

を及ぼさない構造であること。 

  ク 作業中に袖口が上がり、手袋との隙間が生じないように袖口にサムループ等が付

いていること。 

  ケ JIS T8115：2015 化学防護服タイプ５に適合していること。 

  コ １着ごとに個別包装されているものであること。 

  サ 各サイズの寸法は、概ね下記のとおりであること。 

 

 

サイズ 身長（cm） 胸囲（cm） 

Ｌ 174～182 100～108 

サイズ 数 量 

Ｌ   250セット 

ＸＬ  250セット 

合 計   500セット 



ＸＬ 180～188 108～116 

(2) マスク 

  ア NIOSH（アメリカ合衆国労働安全衛生研究所）規格である N95規格又は DS2（国家

検定企画）の適合品であること。 

  イ 折りたたみ式又はカップ式で、顔面に隙間なく装着できること。 

  ウ 顔面とマスクとの間に隙間ができないよう耐久性及び保存性に優れた伸縮性のあ

る２本の締め紐で首周りと後頭部を抑え固定できる構造であること。 

  エ １枚ごとに個別包装されているものであること。 

(3) ゴーグル 

  ア レンズカラーはクリア（透明）であること。 

  イ レンズは、耐衝撃性が高い材質（ポリカーボネート（PC）製等）で、防曇加工処

理が施されていること。 

  ウ バンド付きで矯正眼鏡及びマスクと併用可能なものであること。 

  エ 無気孔型であること。 

  オ 頭の大きさに合わせて締め紐の調整が可能であること。 

  カ JIS又は EN若しくは ANSI規格の適合品であること。 

  キ １個ごとに個別包装されているものであること。 

(4) 手袋（インナー） 

  ア 薄手タイプのパウダーフリー手袋又は薄手タイプのラテックス手袋であること。 

  イ ニトリルゴム素材又はラテックスゴム素材であること。 

  ウ 全長は 27cm以上、厚さ 0.1mm以上であること。 

  エ 防水性であり、たんぱくアレルギーを起こしにくい素材であること。 

  オ １双ごとに個別包装されているものであること。 

(5) 手袋（アウター） 

  ア ニトリルゴム素材又はラテックスゴム素材であること。 

  イ 手袋（インナー）の上に装着しやすいように、内側に植毛が付いていること。 

  ウ 摩擦強度に優れていること。 

  エ 全長は 28cm以上、厚さは 0.2mm以上であること。 

  オ JIS又は EN若しくは ANSI規格の適合品であること。 

  カ １双ごとに個別包装されているものであること。 

(6) シューズカバー 

  ア 防護衣と同素材であること。 

  イ 膝下まで覆うもので、足にしっかりと固定できる紐がふくらはぎ部分と足裏部分

に設けられていること。 

  ウ 開口部にゴム等の伸縮性のあるもの又は紐付きで、着用時に完全密着するもので

あること。 

  エ 寸法は、つま先から踵まで約 40cm、踵から膝下まで約 50cm、開口部縮み時に直径

約 15cm、同伸び時に直径約 30cmであること。 

  オ １足ごとに個別包装されているものであること。 

 

 

６ 基準機種 

  上記５基本仕様(1)から(6)について、要求性能を満たす機種として、以下の機種を基 

準機種とする。ただし、以下の機種以外の機種による納入は、要求性能を全て満たす機 

種に限り可能とする。 



 【基準機種】 

(1) 防護衣 

デュポン タイベックソフトウェアⅢ型 

    (2) マスク 

      重松製 DD02-N95-2K 

    (3) ゴーグル 

      山本光学 YG-5090 HF-N 

    (4) 手袋（インナー） 

      アゼアス（株）ニトリル手袋 OM-301 

    (5) 手袋（アウター） 

      アゼアス（株）ニトリル手袋 US11205 

    (6) シューズカバー 

      アゼアス（株）6900 

７ 納入期限 

  令和６年３月 29日（金） 

８ 納入場所 

  神戸市中央区下山手通５丁目４番１号 

兵庫県警察本部 災害対策課  

９ その他 

(1) 構成品１セットをビニール袋で梱包すること。 

(2) １セットごとに、着脱方法等を掲載した日本語の取扱説明書を同梱すること。 

(3) 納品の際は、納品書を提出し検収を受けること。 

 (4) 納入に係る一切の経費は受注者の負担とする。 

 



 別紙 

 

防護衣性能基準表 

 

試験項目 試験結果 試験方法 

質量 (ｇ／㎡) 45以下 JIS L 1913 

引張強さ (Ｎ) 

たて 50以上 
JIS T 8115 

引張速度  100mm/min 

つかみ間隔 200mm 

試料幅   50mm 

試験機   定速伸長形 
よこ 70以上 

引裂強さ (Ｎ) 

たて 20以上 

JIS T 8115 

よこ 20以上 

摩耗強さ 
破れなどの損傷が 

認められないこと 

JIS L 1096 

（マーチンデール形法準用） 

7,000回 

押圧荷重：9.0kpa 

耐水度 (cm) 100以上 
JIS L 1092 A法 

（低水圧法・静水圧法） 

透湿度 (ｇ／㎡・ｈ) 300以上 JIS L 1099 A-1法 

摩擦帯電圧 100Ｖ以下 
JIS L 1094 

20℃ 40％RH 

人工血液バリア性 クラス３合格以上 JIS T 8060 B法 

ウィルスバリア性 クラス３合格以上 JIS T 8061 B法 


